Ｑ＆Ａその２　介護職員処遇改善交付金にかかる個別回答（例）
（平成２１年８月１９日版：福井県長寿福祉課作成）

Ｑ１　福井県独自の様式を追加する予定はあるか。
Ａ１　現時点では特段予定していません。なお、本Ｑ＆Ａが掲載してある処遇改善交付金のＨＰには、介護職員処遇改善計画書の様式が掲載されていますが、同様式は、国の要領とは若干様式が異なっています（計画の対象となるサービス月を記載する欄が増えている。）。
Ｑ２　新規に増員した職員の給与について、その全額を介護職員処遇改善交付金から充当することは可能か。
Ａ２　　本交付金は、介護職員の賃金の改善に対して交付されるものであり、職員の賃金の補填のためのものではありません。よって、新規に採用した職員の賃金を全額交付金でまかなうことは、交付金の趣旨からして出来ないものと考えます。
Ｑ３　雇用保険の対象となっているパート職員についても対象となるのか？
Ａ３　介護職員処遇改善交付金事業実施要領の「１　通則」にある介護職員の範囲に含まれる限り、対象となり得ると考えます。
Ｑ４　雇用保険対象となっているパート職員も対象となる場合、そのパート職員も含めた全介護職員を賃金改善の対象者としなければならないのか？
Ａ４　交付金の対象となる介護職員等のうち、どこまでの職員を対象とし、どれだけの賃金改善等を行うかについては、事業者の判断にゆだねられています。

　　　ただし、本交付金は、平成２１年４月の介護報酬改定を介護職員の賃金に波及させることを目的の一つとしていますので、なるべく多くの介護職員等に本事業の効果が波及するよう検討していただきたいと思います。

Ｑ５　交付金の返還があった場合、どのように返還することとなるのか。翌月の介護報酬との相殺などの方法はとれないのか。
Ａ５　現時点では、納入通知の方法により、県に直接納入することを考えています。また、介護報酬との相殺、次年度の交付金との相殺はできないものと考えます。
